
平成２２年度「東大阪市ひとり親家庭自立促進計画」の 

事業実施状況について 

 本市では、近年の離婚率の増加に伴い、ひとり親家庭、特に母子家庭が増えている中で、ひとり親家庭の自立の

促進を図りながら、子どもたちの健全な成長を確保するため「ひとり親家庭の一人ひとりが安心して暮らせ、子育ての

喜びが実感できるまち」を基本目標とし、ひとり親家庭の親と子が安心して暮らすことができ、子どもの最善の利益が

尊重されるよう、施策を推進しています。このたび各事業の実施状況を点検し、公表します。 

 

１．計画の基本目標 

基本目標 ひとり親家庭の一人ひとりが安心して暮らせ、子育ての喜びが実感できるまち 

基本的な姿勢 

・きめ細やかな福祉サービスを提供し、ひとり親家庭の自立を支援するしくみづくりを

進めます。 

・ひとり親家庭の子どもが安心して、自分らしくいられるよう、生活環境を整備します。 

・ひとり親家庭であることが不利にならない社会を実現するため、社会に働きかけま

す。 

施策の基本的な方向 

(1) 就業の支援 

 ①安定した就業に向けた能力の開発 

 ②ひとり親家庭の母親、父親、寡婦の雇入れの促進 

 ③就業の促進に対する総合的サポートの推進 

(2) 子育てや生活面の支援 

 ①保育サービスの充実 

 ②家庭での養育を支えるサービスの充実 

 ③母子生活支援施設を利用した生活支援、自立支援の充実 

 ④住宅の確保に向けた支援の充実 

(3) 養育費確保の推進 

 ①養育費の取り決めの推進 

 ②養育費に関する啓発の推進 

(4) 経済的な支援 

 ①基本的な生活への支援 

 ②生活の向上と安定のための貸付 

 ③各種経済的支援策に関する情報提供の充実 

(5) 相談機能や情報提供の充実 

 ①情報提供の充実 

 ②相談機能の充実と連携 

 ③相談にあたる者の資質の向上 

(6) 母子寡婦福祉団体等との連携強化 

 ①母子寡婦福祉団体との連携強化、団体活動への支援 

 ②関係機関の連携 
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１．主な事業の実績 

計画の第４章具体的な自立支援プログラム、２具体的施策の方向に掲載されている、ひとり親家庭自立促進に

関する実施事業の主な事業実績を紹介します。 

 

１）就業の支援 

事業名 内容 ２１年度 

事業実績 

２２年度 

事業実績 

所管課 

母子家庭等就業・

自立支援センター

事業の検討 

就業支援講習会

の拡充 

仕事と子育てとの両立支援

が総合的に進められるよう、

大阪府と共同して「母子家

庭等就業・自立支援ｾﾝﾀｰ」

事業を実施し、ひとり親家庭

の母親などを対象に、就業

に関する相談や技能習得

講習会の実施、就業情報の

提供等、一貫した就業支援

ｻｰﾋﾞｽを行っています。 

 

 

パソコン初級講座、 

ヘルパー２級講座など

７８名受講。就業相談

者１４７名。 

 

パソコン初級講座、 

ヘルパー２級講座など

６４名受講。就業相談

者１２４名。 

 

福祉部 

こども家庭課 

母子家庭自立支

援教育訓練給付

金事業の実施 

教育訓練給付講座を受講し

た場合に、受講料の 20%を

補助し、就業を支援します。

（雇用保険の教育訓練給付

制度の受給資格を有しない

方） 

 

 

１５件 

２５７，０５２円 

８件 

１３４，４３０円 

福祉部 

こども家庭課 

高等技能訓練促

進費事業の実施 

経済的自立に効果的な資

格（看護師や介護福祉士な

ど）を取得するために２年以

上修業する場合、一定の期

間就業中の生活の負担を

軽減することを目的とする事

業を実施します。平成１９年

度から准看護師も資格に追

加。 

５２件 

６４，６８０，０００円 

修了一時金 

１２件 

５７５，０００円 

２１年６月より支給期間

を全修業期間とし、支

給金額を１４１，０００円

（非課税の場合）に拡

充。修了一時金の支給

開始。 

 

６０件 

８３，３３１，０００円 

修了一時金 

２３件 

１，０５０，０００円 

 

 

福祉部 

こども家庭課 
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若年者等トライア

ル雇用支援金の

活用促進 

事業所に対して、トライアル

雇用支援金を活用して、母

子家庭の母親等の雇入れ

を促進するよう働きかけま

す。 

 

 

１２事業所１８件 

９８８，０００円 

（母子家庭は０件） 

３４事業所５２件 

３，０９４，０００円 

（母子家庭は０件） 

経済部 

労働雇用政策

室 

プログラム策定事

業の実施 

児童扶養手当受給者の自

立を促進するために、個々

の児童扶養手当受給者の

状況等に対応した自立支援

プログラムを母子自立支援

員が策定し、母子家庭等就

業・自立センター事業等の

活用やハローワーク等の関

係機関との連携を図りなが

ら、きめ細やかで継続的な

自立・就労支援を実施しま

す。 

 

プログラム策定件数 

３６件 

プログラム策定件数 

１０件 

福祉部 

こども家庭課 

ハローワークなど

の関係機関との連

携強化 

求人情報の迅速・円滑な提

供と、効果的な指導が受け

られるよう、母子自立支援

員、就労センターやハロー

ワークなど、就業にかかわる

関係機関との連携を強化

し、雇用の促進に努めま 

す。 

 

東大阪市母子家庭等

自立支援連絡調整会

議 

ハローワーク職員、母

子自立支援員が出席

する会議を 1 回開催。 

母子家庭等就業・自立

支援センター主催の会

議に母子自立支援員

が出席。 

福祉部 

こども家庭課 

優良社会貢献事

業所表彰 

（平成 21 年度 

新規事業） 

 

 

母子家庭の母の就業促進

に理解のある事業所や、仕

事と家庭の両立を支援し、

男女とも働きやすい職場

環境づくりを積極的に推

進している事業所などを

表彰する。 

 

 

 

２１年度 該当なし ２２年度 該当なし 労働雇用政策

室 
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２）子育てや生活面の支援 

事業名 内容 2１年度 

事業実績 

22 年度 

事業実績 

所管課 

保育所への優先入

所 

未就学児をもつひとり親家

庭の親が安心して就業や求

職活動を行えるよう、保育

所入所への優先度を高めま

す。 

平成 2１年４月１日 

新規入所１，４１７人中

ひとり親家庭１６５人 

平成 22 年４月１日 

新規入所１，７３６人中 

ひとり親家庭２１１人 

福祉部 

保育課 

延長保育事業の充

実 

ひとり親家庭の親が仕事と

子育ての両立ができるよう、

延長保育事業の充実に努

めます。 

延利用児童数 

５５，１００人（公・民） 

延利用児童数 

６１，３２７人（公・民） 

福祉部 

保育課 

一時保育促進（一

時預かり）事業の

拡充 

求職活動をするひとり親家

庭の親が利用しやすいよう

事業の拡充を検討します。 

延利用児童数  

１９，１９０人 

延利用児童数  

１９，５１２人 

福祉部 

保育課 

病児病後児保育事

業の充実 

子育てと就労支援の一環と

して、保育所（園）や幼稚園

に通所している乳幼児もしく

は、小学校１年生から３年生

までの児童が、病気などの

「回復期」もしくは、「回復期

に至らない場合」で集団保

育が困難な場合、児童をお

預かりし保育や看護を行う。

 

延利用数 １，６４７人 

実施ヶ所数 ４ヶ所 

（平成 21 年 11 月 1 日

～小学校 3 年生まで対

象を拡大） 

延利用数 １，９９３人 

実施ヶ所数 ３ヶ所 

 

福祉部 

保育課 

子育て支援課

留守家庭児童育成

クラブの充実 

小学校低学年（１～3 年生）

を対象とし、放課後に保護

者が家庭にいない児童を預

かり、留守家庭児童の健全

な育成を図ります。 

在籍児童数２，６００人

（H２１年４月現在） 

在籍児童数２，５６６人

（H２２年４月現在） 

教育委員会 

社会教育部 

青少年ｽﾎﾟｰﾂ

室 

日常生活支援事業

の充実 

 

 

 

ひとり親家庭の親が一時的

なけがや病気、冠婚葬祭、

就職活動時などで、一時的

に生活援助・保育などのサ

ービスが必要になったとき

家庭生活支援員（ﾍﾙﾊﾟｰ）

を派遣し、生活の安定を図

ります。 

 

派遣回数 ２２回、 

派遣時間 １０９時間 

 

 

派遣回数 ２１回、 

派遣時間 １６６時間 

 

福祉部 

こども家庭課 

 

 

 4



ファミリー・サポー

ト・センター事業の

実施 

仕事と家庭の両立を支援す

るため、子育ての援助が必

要な人と援助ができる人が

会員となり、相互の扶助活

動を支援します。 

 

 

依頼会員３３０人 

援助会員１５３人 

両方会員６４人 

利用回数１，６８７回 

 

依頼会員２９５人 

援助会員１８２人 

両方会員６１人 

利用回数１，８４２回 

 

福祉部 

子育て支援課

子育て短期支援事

業の実施 

保護者が病気、出張、事故

など(ｼｮｰﾄｽﾃｲ)、仕事のた

めの帰宅が常に夜間にわた

るなど(ﾄﾜｲﾗｲﾄｽﾃｲ)、一時

的に家庭において子どもの

養育が困難になった場合、

児童養護施設で子どもを預

かります。 

 

 

ショートステイ利用実績 

延２４人、１４４日 

ショートステイ利用実績  

４３人、延３４３日 

 

トワイライトステイ利用実

績  

１人、延３８日 

福祉部 

子育て支援課

小地域ネットワーク

事業の拡充 

地域の高齢者、障害者

(児)、子育て家庭等支援を

必要とする人が安心して生

活できるように、地域住民に

よる「支え合い」「助け合い」

活動を展開し、あわせて地

域における福祉の啓発と住

みよい福祉のまちづくりを進

めます。 

 

 

子育て中の親に対する

個別援助活動  

延８７３回  

  

グループ援助活動（子

育てサロン）の参加者 

延３,０１７人 

子育て中の親に対する

個別援助活動 

延 １，１９４回  

  

グループ援助活動（子

育てサロン）の参加者 

延 ７，６６４人 

 

福祉部 

健康福祉企画

課 

母子生活支援施設

の整備・充実 

援助を必要とする母子家庭

の親子が安心して自立に向

けた生活を営めるよう、母子

が一緒に入居できる母子生

活支援施設を運営・整備

し、早期に自立が図れるよ

う、生活の様々な相談や指

導を行い支援します。 

 

 

延入所世帯数 

４８世帯 

延入所児童数 ６０人 

 

延入所世帯数 

２５世帯 

延入所児童数 ３７人 

 

福祉部 

こども家庭課 
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３）養育費確保の促進 

事業名 事業内容 21 年度 

事業実績 

22 年度 

事業実績 

所管課 

養育費の取得について弁

護士による相談事業を実施

します。 

 

２，８１０件中離婚に関

する相談３９６件 

２，８８６件中離婚に関

する相談４２１件 

経営企画部 

市政情報相談

課 

法律相談の実施 

「女性に対する法律相談」

のなかで、離婚、養育費に

関する相談にも対応してい

る。 

 

相談件数９４件中、離

婚に関する相談１９件 

（相談は女性のみ） 

 

法律相談件数７６件 

（離婚に関する相談含

む） 

人権文化部 

男女共同参画

課 

 

４）経済的な支援 

事業名 事業内容 2１年度 

事業実績 

22 年度 

事業実績 

所管課 

児童扶養手当 父母の離別や死亡などによ

り児童を養育している父又

は母などに支給します。(所

得制限あり) 

 

 

年度末受給者数 

５，６０５人 

年度末受給者数 

５，８９９人 

市民生活部 

国民年金課 

児童手当 

 

 

 

H22～子ども手当 

小学校修了前の児童を養

育している人に支給しま

す。(所得制限あり)(H22.3

月まで) 

中学校修了前の子どもを養

育している方に支給しま

す。(所得制限なし) 

 

 

年度末受給者数 

３１，７８０人 

 

 

 

 

年度末受給者数 

４０，９５３人 

市民生活部 

国民年金課 

ひとり親家庭医療

費の助成 

ひとり親家庭の生活の安定

と児童の健全な育成を図る

ため、児童扶養手当、遺族

年金などを受けている、もし

くはそれに準ずる基準を満

たすひとり親家庭の医療費

の自己負担分の一部を助

成します。 

１１４，５９５件 １１４，６３７件 市民生活部 

医療助成課 
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母子寡婦福祉資金

の貸付 

生活の安定と向上を目的と

して無利子または低金利で

就学支度資金、技能習得

資金、生活資金、住宅資金

など12資金の貸付を行いま

す。 

 

 

 

 

新規貸付 ５５件 

２２，２０６，０１０円 

 

継続貸付 ４４件 

３１，６３０，２０２円 

 

新規貸付 ７２件 

３５，８５７，４９０円 

 

継続貸付 ３６件 

２８，７５９，３８０円 

 

福祉部 

こども家庭課 

 

５）相談機能や情報提供の充実 

事業名 事業内容 21 年度 

事業実績 

22 年度 

事業実績 

所管課 

母子自立支援員に

よる相談活動の 

推進 

各福祉事務所に配属さ

れた母子自立支援員が、母

子寡婦福祉資金の貸付な

どの手続き業務をはじめ、

住宅や生活、子育ての問

題、就業相談・支援、離婚・

離婚前相談など、ひとり親

家庭に対して自立に必要な

情報提供や相談にあたりま

す。 

 

 

 

 

相談件数 １,１６９件  

年度内解決件数    

８７６件 

 

相談件数 １,４４９件  

年度内解決件数    

１，１４７件 

 

福祉部 

こども家庭課 

福祉事務所 

地域における相談

機能の充実 

地域における民生委員・児

童委員、主任児童委員、母

子福祉推進委員、ｺﾐｭﾆﾃｨｿ

ｰｼｬﾙﾜｰｶｰが、ひとり親家

庭の抱える悩みについて相

談に応じ、各種ｻｰﾋﾞｽの紹

介等関係機関と連携して見

守っていきます。 

 

 

 

・ｺﾐｭﾆﾃｨｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ 

相談件数７４０人    

１６，０４９件 

内子育て子どもの教育

に関すること ４３６件 

 

・母子福祉推進委員に

よる相談件数 ４８件 

・ｺﾐｭﾆﾃｨｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ 

相談件数８０３人 

１９，２１２件 

内子育て子どもの教育

に関すること ６１９件 

 

・母子福祉推進委員に

よる相談件数 ３６件 

福祉部 

健康福祉企画

課 

 

 

こども家庭課 
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６）母子寡婦福祉団体等との連携強化 

事業名 事業内容 21 年度 

事業実績 

22 年度 

事業実績 

所管課 

母子寡婦福祉団体

への優先的な事業

発注の推進 

公的施設内における自動

販売機・売店などの設置や

清掃事業の委託などの優

先的な事業発注など、母子

寡婦福祉団体の基盤拡充

に向けた支援を行います。 

・市の施設に設置して

いる自動販売機の一括

公募に伴い、収入額に

見合う補助金を増額。 

・地方自治法施行令に

基づく特定随意契約を

行う母子福祉団体とし

て、大阪府母子寡婦福

祉連合会を指定 

・地方自治法施行令に

基づく特定随意契約を

行う母子福祉団体とし

て、大阪府母子寡婦福

祉連合会を指定 

財務部・経済部・

福祉部・建設局・

総合病院・教育

委員会 

ひとり親家庭の交

流の支援や自助グ

ループの育成 

母子寡婦福祉団体や男女

共同参画センター・イコーラ

ムと連携し、ひとり親家庭が

定期的に集い、情報交換や

交流、相談などができるよう

活動を支援します。 

・「シングルマザーパワ

ーアップのつどい」を実

施。 

“子育て中の悩みにつ

いて” 

平成２1 年９月６日 

イコーラム 

参加者４１名 

・「シングルマザーパワ

ーアップのつどい」を実

施。 

“求職・就職について” 

平成２２年９月５日 

イコーラム 

参加者２５名 

福祉部 

こども家庭課 

社会福祉協議会

母子寡婦福祉会
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